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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　非晶質ポリエステルと、オレフィン及びアクリル酸炭化水素エステルのコポリマーとの
ブレンドを含むポリエステル層を有するフィルムであって、コポリマーの量は、前記非晶
質ポリエステル１００重量部あたり少なくとも３０重量部であり、前記ポリエステル層は
、２３℃にて、少なくとも２００Ｎ／ｍｍ２のＥ弾性を示す、フィルム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、印刷可能なフィルムに関する。特定の態様では、本発明は、溶剤系インクジ
ェットインクを乗せることのできるフィルム、並びにこのようなフィルム上に印刷する方
法に関する。詳細には、本発明は、溶媒系インクジェットインクを乗せることのできる溶
融加工フィルム、並びにこのようなフィルム上に印刷を行い車両又は建築物に対し適用す
るのに好適な図柄をもたらす方法に関する。広告及び販促用の展示のための各種図柄を製
作することができる。本発明は、図柄を適用する方法に更に関する。
【背景技術】
【０００２】
　多様なシート材料に画像を乗せるにあたり、各種印刷方法が採用されてきた。一般的に
採用されている印刷方法としては、グラビア印刷、オフセット印刷、フレキソ印刷、リソ
グラフ印刷、電子描図式印刷、電子写真式印刷（レーザー印刷及びゼログラフィ印刷など
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）、イオンデポジション印刷（電子ビームイメージング（ＥＢＩ）とも呼ばれる）、磁気
描図印刷、インクジェット印刷、スクリーン印刷及び熱転写印刷が挙げられる。このよう
な方法に関するより詳細な情報は、一般的な印刷指南書により入手可能である。
【０００３】
　これまでに採用されてきたグラフィックフィルムのうち多くのものはＰＶＣ系フィルム
であり、このフィルムは、典型的には、良好な印刷性と、図柄の適用に望ましい、長期耐
久性（例えば、数年間）、易適用性、不均一な表面（例えば、フィルムがほとんど又はま
ったく浮き上がらない、リベット付きの不均一な表面）に対しても同様である良好な接着
性特性とを併せ持つ。しかしながら、ＰＶＣ系フィルムを非ＰＶＣ系フィルムにより置き
換えることが望まれている。残念ながら、これまでに、有益な印刷特性と、図柄の適用に
望ましい特性との折り合いをつけることは困難であることが判明している。
【０００４】
　特に、非接触式印刷法、例えば、インクジェット印刷等の場合、特性に良好に調和のと
れているフィルムを探すことは困難であることが判明しているが、インクジェット印刷は
、図柄を製作する際のより一般的な印刷技術になってきている。インクジェット印刷では
、各インク滴を表面に付着させる。高品質の画像を得るには、インク滴を広げ、互いに連
結させ、ほぼ均一で水平なフィルムを形成させる必要がある。湿潤が不十分であると、基
材表面に対する各インク滴の放射状の拡散が少なくなり（「ドットゲイン」とも呼ばれる
）、色濃度が低下し、並びにバンディング効果（例えば、液滴列間に隙間が生じるなど）
が生じる。
【０００５】
　インクジェット印刷は、その良好な解像度、柔軟性、高速性、及び低価格性から、デジ
タル印刷法の選択肢として台頭してきている。インクジェットプリンタは、インク滴の間
隔を近接させて制御されたパターンを、印刷を受ける基材上に噴射するよう作動する。イ
ンクジェットプリンタは、インク液滴のパターンを選択的に調節することにより、文字、
図柄、及びホログラムなどの様々な形態の印刷を行うことができる。インクジェットプリ
ンタに使用されるインクの多くは溶剤系である。
【０００６】
　これまでに、例えば、インクジェットプリンタで使用するための、インクを分散させる
ことの媒質、特に溶剤系インクを分散させることのできる媒質は、例えば、米国特許公開
第２００３０２３５６８１号、国際公開第０３／００２３５３号、米国特許公開第２００
３０２２４１５０号、並びに同第２００３０１０７６３５号において開示されている。米
国特許第６，８６９，４９６号は、第１及び第２の非晶質ポリエステルの混合物を含む非
ＰＶＣ系フィルムを開示している。しかしながら、最近の非ＰＶＣフィルムでは、インク
分散性が更に向上され得ること、特にインクが溶剤系であるインクジェット印刷に関しイ
ンク分散性が向上され得ることが判明している。一般的に、このフィルムを構成する原材
料は高価であり、更に、典型的にはフィルムの製造時には押出機に供給機構を追加する必
要があり、そのためフィルムの製造が複雑になる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　現在では、特に、溶剤系インクによる印刷を施すことができ、特に、ピエゾ方式インク
ジェットプリンタなどのインクジェットプリンタにおいて、溶剤系インクによる印刷を施
すことができる、更に進んだ、印刷可能なフィルムを手に入れることが望まれている。望
ましくは、このようなフィルムは印刷可能な非ＰＶＣ系フィルムであり、低コストであり
かつ優れた印刷特性を良好に提供するものである。簡便な方法により製造することができ
、そのため、フィルムの製造にかかる費用を抑えられるフィルムも望ましい。例えば広告
目的で車両又は建築物に適用することのできる図柄、例えば、大型の図柄の製作に使用す
ることのできるフィルムを手に入れることは更に望ましい。望ましくは、図柄はこれらの
基材に良好に接着するものの、容易にかつきれいに取り除くことができる。詳細には、印
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刷可能なフィルムは、良好な又は優れた機械特性を有することが所望される。望ましくは
、フィルムは、例えば、リベットを含む表面などの不均一な表面に接着させることができ
、かつこのフィルムには、浮き上がり、すなわち不均一な表面からの脱着、を示す傾向が
なく、又は浮き上がりがわずかである。望ましくは、フィルムは、例えば屋外の適応にお
いて、より長期間、例えば数年間、図柄を使用することを可能にする、長期間耐久性を有
する。望ましくは、印刷可能なフィルムには容易に印刷を施すことができ、かつ簡便に取
扱い及び適用することができる。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　特定の態様では、本発明は、非晶質ポリエステルと、オレフィン及びアクリル酸炭化水
素エステルのコポリマーとのブレンドを含むポリエステル層を有するフィルムを提供し、
コポリマーの量は、非晶質ポリエステル１００重量部あたり少なくとも３０重量部であり
、ポリエステル層は、２３℃にて、少なくとも２００Ｎ／ｍｍ２のＥ弾性率を示す。
【０００９】
　本出願との関連において、用語「ポリエステル層」は、非晶質ポリエステルと、オレフ
ィン及びアクリル酸炭化水素エステルのコポリマーとのブレンドを含むフィルム層を表記
する際に、単に理解を容易にする目的で使用されるものであり、層の組成を限定すること
を意味するものではない。したがって、ポリエステル層には追加の成分を含有させてもよ
く、ポリエステルを含む層中の任意の成分量は、用語ポリエステル層により層の組成が制
限されるものと意図せずに変化させることができる。
【００１０】
　フィルムは、典型的には安価であるものの、特に、溶剤系インクにおいて優れた印刷性
を提供するのに良好なものである。したがって、便宜上、フィルムは以降で「印刷可能な
フィルム」としても参照する。フィルムには、ピエゾ方式インクジェットプリンタなどの
インクジェットプリンタにより、溶剤系インクを使用して印刷を施すことができる。本発
明の特定の態様では、ポリエステル層は自己支持層であってよく、ひいては、ポリマーフ
ィルムは、ポリエステル層から形成される単層から構成され得る。そのため、ポリエステ
ル層の第１主要面に印刷可能フィルムの印刷可能表面を設け、ポリエステル層の対向する
第２主要面に接着層を直接設けてもよい。所望により、ポリエステル層表面と接着層との
間には１つ以上のプライマー層を設けてもよく、あるいは表面には、この表面に対する接
着層の接着性を向上させるためにコロナ処理を行ってもよい。
【００１１】
　更なる態様では、車両又は建築物に対する適用に好適な図柄の製作法が提供され、この
方法は、インク組成物をフィルムのポリエステル層に印刷する工程を含む。
【００１２】
　更に別の態様では、印刷可能フィルムのポリエステル層に対し印刷されたインク組成物
を含む図柄が提供される。
【００１３】
　本発明の更に別の態様では、車両又は建造物に図柄を接着させる工程を含む、図柄の適
用法が提供される。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下は、本発明による実施形態の概要である。
　１．非晶質ポリエステルと、オレフィン及びアクリル酸炭化水素エステルのコポリマー
とのブレンドを含むポリエステル層を有するフィルムであって、コポリマーの量は、非晶
質ポリエステル１００重量部あたり少なくとも３０重量部であり、ポリエステル層は、２
３℃にて、少なくとも２００Ｎ／ｍｍ２のＥ弾性率を示す、フィルム。
　２．前記フィルムが、対向する第１及び第２主要面を有し、かつ前記ポリエステル層が
第１主要面の表面を画定する、実施形態１に記載のフィルム。
　３．前記第２主要面が接着層を含む、実施形態２に記載のフィルム。
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　４．前記接着層が感圧接着層を含む、実施形態３に記載のフィルム。
　５．前記フィルムが、前記ポリエステル層からなる単層フィルムである、実施形態１～
４のいずれかに記載のフィルム。
　６．前記フィルムが多層フィルムであり、該層のうち少なくとも１層が前記ポリエステ
ル層を含む、実施形態１～４のいずれか一項に記載のフィルム。
　７．前記非晶質ポリエステルが少なくとも０℃のガラス転移温度を有する、実施形態１
～６のいずれか一項に記載のフィルム。
　８．前記非晶質ポリエステルが少なくとも２００Ｎ／ｍｍ２のＥ弾性率を有する、実施
形態１～７のいずれか一項に記載のフィルム。
　９．前記コポリマーの量が、非晶質ポリエステルの１００重量部あたり５０～１１０重
量部である、実施形態１～８のいずれか一項に記載のフィルム。
　１０．前記アクリル酸の炭化水素エステルが、アルキルアクリレート及びアルキルメタ
クリレートからなる群から選択される、実施形態１～９のいずれか一項に記載のフィルム
。
　１１．前記コポリマーが、αオレフィン及び１つ以上のアルキルアクリレート又はメタ
クリレートの繰り返し単位からなるコポリマーである、実施形態１～４のいずれか一項に
記載のフィルム。
　１２．前記１つ以上のアルキルアクリレート又はメタクリレートが、アルキル基が炭素
原子を１～８個有するアルキルアクリレート又はメタクリレートから選択される、実施形
態１１に記載のフィルム。
　１３．前記ポリエステル層が、更に１つ以上の無機充填剤を含む、実施形態１～１２の
いずれか一項に記載のフィルム。
　１４．前記無機充填剤が、炭酸カルシウム、二酸化チタン、又はこれらの混合物を含む
、実施形態１３に記載のフィルム。
　１５．前記無機充填剤の量が、ポリエステル層総重量に基づき１０～５０重量％である
、実施形態１３又は１４のいずれか一項に記載のフィルム。
　１６．前記ポリエステル層の２３℃下でのＥ弾性率が２００Ｎ／ｍｍ２～１０００Ｎ／
ｍｍ２である、実施形態１～１５のいずれか一項に記載のフィルム。
　１７．車両又は建築物に対する適用に好適な図柄の製作法であって、実施形態１～１６
のいずれかに定義される通りのフィルムに対しインク組成物を印刷する工程を含み、かつ
前記インク組成物が前記ポリエステル層に印刷される、方法。
　１８．前記インク組成物が有機溶媒を含む、実施形態１７に記載の方法。
　１９．前記画像が印刷される、実施形態１７又は１８に記載の方法。
　２０．実施形態１～１６のいずれか一項に定義されたフィルムのポリエステル層に印刷
されたインク組成物を含む図柄。
　２１．実施形態２０で定義された通りの図柄を車両又は建築物に接着させる工程を含む
、図柄の適用方法。
【００１５】
　ポリマーフィルムのポリエステル層は、非晶質ポリエステルと、オレフィン及びアクリ
ル酸炭化水素エステルのコポリマーとのブレンドを含む。ポリエステルの混合物を使用す
ることもできるが、典型的には、フィルムのポリエステル層に含まれる実質的にすべての
ポリエステルは非晶質である。概して、ポリエステル層中のポリエステルの結晶化度は、
ポリエステル層中のポリエステルの総重量に基づき、５重量％未満であり、例えば、約１
重量％以下であり、又は約０．５重量％以下である。ポリエステル又はポリエステル混合
物の結晶化度は、ＤＩＮ　５３７６５に記載の試験法に従い、示差走査熱量測定（ＤＳＣ
）により求めることができる。
【００１６】
　任意の好適な実質的に非晶質のポリエステルを、ポリエステル層中の非晶質ポリエステ
ルとして使用することができる。好適な非晶質ポリエステルとしては、熱可塑性芳香族及
び／又は直鎖飽和ホモ又はコポリマーポリエステル樹脂が挙げられる。より具体的には、
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成分の移動を最小限に抑える目的で、重量平均分子量（Ｍｗ）が高い、好適な非晶質ポリ
エステルが望ましい。好ましい高分子量ポリエステルとしては、約３０，０００～約１５
０，０００、より好ましくは、約４０，０００～約１２０，０００、最も好ましくは、約
５０，０００～約９０，０００の分子量を有するポリエステルが挙げられる。好適なポリ
エステルの例としては、ＶＩＴＥＬブランドでＢｏｓｔｉｋ（Ｍｉｄｄｌｅｔｏｎ、Ｍａ
ｓｓ、ＵＳＡ）から市販のＶＩＴＥＬ　１０７０Ｂ及び１７５０Ｂなどの非晶質ポリエス
テル樹脂、並びにＥＡＳＴＡＲブランドでＥＡＳＴＭＡＮから入手可能なＥＡＳＴＡＲ　
６７６３などのポリエステルが挙げられる。他の例としては、ＤＹＮＡＰＯＬブランドで
、Ｈｕｌｓ　ＡＧ（Ｍａｒｌ、Ｇｅｒｍａｎｙ）から市販の非晶質ポリエステル樹脂が挙
げられる。特定の実施形態では、非晶質ポリエステルは、少なくとも０℃、例えば、少な
くとも２５℃又は少なくとも５０℃のガラス転移温度（Ｔｇ）を有する。典型的には、非
晶質ポリエステルは、少なくとも２００Ｎ／ｍｍ２、例えば、少なくとも２５０、又は少
なくとも３００Ｎ／ｍｍ２のＥ弾性率を有する硬質ポリエステルである。
【００１７】
　ポリマーフィルムのポリエステル層は、オレフィン及びアクリル酸炭化水素エステルの
コポリマーを含有する。本発明の文脈に関し、用語「アクリル酸」は、メタクリル酸を包
含するものと理解されたい。炭化水素エステルは典型的には脂肪族エステルであり、特に
、直鎖又は分枝鎖アルキルエステルが挙げられる。このようなエステルには、１つ以上の
脂肪族環、すなわち、環状部分を含有する、アルキルエステルも該当する。特定の実施形
態では、アクリル酸の炭化水素エステルは、アクリル酸又はメタクリル酸のアルキルエス
テルであり、例えば、アルキル基中に炭素原子を１～１２個、例えば、炭素原子を１～８
個、又は炭素原子を１～５個有するアクリル酸又はメタクリル酸の、直鎖又は分枝鎖アル
キルエステルである。アクリル酸炭化水素エステルの例としては、メチル（メタ）アクリ
レート、エチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシ
ルアクリレート及びｎ－ヘキシルアクリレートが挙げられる。
【００１８】
　コポリマーのオレフィン成分は、典型的にはαオレフィンである。オレフィンの例とし
ては、エチレン、プロピレン、ブタン、及びイソブチレンが挙げられる。典型的には、オ
レフィンは、エチレン及びプロピレンから選択される。同様に、コポリマーは、異なるオ
レフィンから誘導された単位を含有してもよい。コポリマーは、ランダムコポリマー並び
にブロックコポリマーであってよい。典型的には、アクリル酸炭化水素エステルから誘導
されたコポリマー中の繰り返し単位の量は、５重量％～４０重量％、例えば、１０重量％
～３５重量％である。具体的なコポリマーの例としては、エチレン及びメチルアクリレー
トのコポリマー、エチレン及びエチルアクリレートのコポリマー、エチレン及びブチルア
クリレートのコポリマーが挙げられる。使用することのできる市販のコポリマーとしては
、いずれもＡｒｋｅｍａから入手可能である、Ｌｏｔｒｙｌ（商標）３０ＢＡ０２、Ｌｏ
ｔｒｙｌ（商標）２９ＭＡ０３及びＬｏｔｒｙｌ（商標）２４ＭＡ００５が挙げられる。
【００１９】
　ポリエステル層に使用されるコポリマーの量は、非晶質ポリエステル１００重量部あた
り少なくとも３０重量部である。特定の実施形態では、コポリマーの量は、非晶質ポリエ
ステル１００重量部あたり少なくとも４０重量部、又は少なくとも４５重量部、又は少な
くとも５０重量部である。例示的な実施形態では、コポリマーの量は、非晶質ポリエステ
ル１００重量部あたり５０～１１０重量部である。
【００２０】
　ポリエステル層には、１つ以上の無機充填剤を更に含有させてもよい。この無機充填剤
は、平均粒径約０．１～２５μｍを有するよう選択することができ、かつ無定形、紡錘形
、板状、ダイヤモンド型、立方形、針状、繊維状及び球形などの任意の形状を有するもの
であってよい。概して、無機充填剤は球形である。無機充填剤成分の例としては固体又は
中空ガラス、セラミック又は金属粒子、マイクロスフェア又はビーズ；ゼオライト粒子が
挙げられ；無機化合物としては、二酸化チタン、アルミナ及び二酸化ケイ素などの金属酸
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化物；金属、アルカリ、又はアルカリ土類炭酸塩、珪酸塩、メタ珪酸塩又は硫酸塩；カオ
リン、タルク、クレイ、カーボンブラック及び同様物が挙げられるがこれらに限定されな
い。
【００２１】
　特に有用な無機充填剤としては、結晶質及び無定形シリカ、クレイ粒子、ケイ酸アルミ
ニウム及び二酸化チタンが挙げられる。好ましくはこのような充填剤には、凝集を減じ分
散性を向上させるためにコーティングを施す。好ましい無機充填剤としては二酸化チタン
が挙げられる。
【００２２】
　特に太陽光に曝露する屋外環境で、ポリエステル層の耐久性を向上させるために、多様
な市販の安定化化学物質を、プライマー組成物に任意に含有させることができる。詳細に
は、紫外線安定剤を加えることができる。紫外線安定剤は、全プライマー層又はポリエス
テル層の約０．１～約５重量％の範囲の量で存在させることができる。
【００２３】
　概して、ポリエステル層は、典型的には、着色剤を実質的に不含有である。しかしなが
ら、均一バックグラウンド着色フィルムを提供するために、着色剤を含有してもよい。
【００２４】
　ポリマーフィルムのポリエステル層の厚みは、典型的には、０．０５～０．３ｍｍ、例
えば、０．０８～０．２ｍｍである。ポリエステル層は、支持型フィルム又は共押出層を
使用せずに、そのものを使用できるものである。そのため、ポリエステル層は、自己支持
型ポリマー層として使用することもでき、換言すれば、ポリエステル層がポリマーフィル
ムを画定する。ポリエステル層は、優れた印刷性とともに、優れた機械特性を提供し、例
えば、支持フィルムを必要とせずに破断時に高伸長性を示すなど良好なものであり得るこ
とが判明している。したがって、ポリマーフィルムの厚みは、概して、０．０５～０．３
ｍｍ、例えば、０．０８～０．２ｍｍである。
【００２５】
　ポリエステル層は、２３℃にて少なくとも２００Ｎ／ｍｍ２のＥ弾性率を示す。特定の
実施形態では、Ｅ弾性率は少なくとも２５０、又は少なくとも３００Ｎ／ｍｍ２である。
概して、Ｅ弾性率は、２００Ｎ／ｍｍ２～１０００Ｎ／ｍｍ２であり、例えば、２５０Ｎ
／ｍｍ２～８００Ｎ／ｍｍ２又は２００～７００Ｎ／ｍｍ２である。Ｅ弾性率は、ＤＩＮ
　５３５４７に従って測定される。
【００２６】
　特定の実施形態では、フィルムは、本発明のポリエステル層を複数の層のうちの１つと
して含む多層フィルムである。このような多層フィルムでは、ポリエステル層は、印刷可
能な多層フィルムと対向する主要面の表面の少なくとも一部を画定すべきであり、ポリエ
ステル層により画定された表面は、インクを乗せることのできる表面、すなわち印刷可能
表面として使用することができる。典型的には、印刷可能な多層フィルムは、幅広い範囲
にわたって厚みを変化させることのできる単層フィルム及びポリエステル層などと同様の
ものである。
【００２７】
　特定の実施形態では、印刷可能フィルムは、第２主要面、すなわち、印刷可能表面を有
する面と対向する面であり、ポリエステル層により画定される面上に接着層を含む。ポリ
エステル層は、自己支持型層として容易に使用することができることから、接着層は、ポ
リエステル層に直接提供してもよい。接着剤は、当該技術分野において知られる、溶融コ
ーティング、転写コーティング、溶媒コーティング、積層及び押出又は共押出などの任意
の手法により適用することができる。この接着層は、圧力、熱、溶媒、又はこれらの任意
の組み合わせによって活性化させることができ、かつポリ（α－オレフィン）、ブロック
コポリマー、アクリレート、ゴム／樹脂、又はシリコーンをもとにした任意の種類のもの
であり得る。接着剤は、スロットダイ又はグラビアロールなどの任意の一般的なコーティ
ング手段を用い、一般的なコーティング重量（例えば、０．０００１～０．０２ｇ／ｃｍ
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２）で適用することができる。ポリマーフィルム及び特にポリエステル層への接着層の接
着性を向上させる必要がある又は向上させることが望ましい場合、ポリマーフィルム又は
ポリエステル層は、コロナ処理してよく、あるいは一般的なプライマーコーティングを行
ってもよい。
【００２８】
　特定の実施形態では、感圧接着剤（ＰＳＡ）が使用される。本発明に有用な感圧性接着
剤は、自己粘着性のものであってよく、又は粘着付与剤の添加を必要とするものであって
もよい。本発明に使用するのに特に好適な接着剤としては、アクリルポリマー系感圧接着
剤が挙げられる。接着剤の例としては、適用時に感圧性であるＰＳＡ、ホットメルト、又
は感熱性接着剤が挙げられ、これには例えば、米国特許第４，９９４，３２２号（Ｄｅｌ
ｇａｄｏ　ｅｔ　ａｌ）、同第４，９６８，５６２号（Ｄｅｌｇａｄｏ）、欧州特許第０
　５７０　５１５号、及び欧州特許第０　６１７　７０８号に開示されている感圧性接着
剤、並びに、米国特許第５，２９６，２７７号及び同第５，３６２，５１６５号（両方と
もＷｉｌｓｏｎ　ｅｔ　ａｌ）並びに同第５，１４１，７９０号（Ｃａｌｈｏｕｎ　ｅｔ
　ａｌ）及び国際公開第９６／１６８７号（Ｋｅｌｌｅｒ　ｅｔ　ａｌ）に開示されてい
る感圧性接着剤、並びに、Ｈａｎｄｂｏｏｋ　ｏｆ　Ｐｒｅｓｓｕｒｅ－Ｓｅｎｓｉｔｉ
ｖｅ　Ａｄｈｅｓｉｖｅｓ、Ｅｄ．Ｄ．Ｓａｔａｓ、２ｎｄ　Ｅｄｉｔｉｏｎ、Ｖｏｎ　
Ｎｏｓｔｒａｎｄ　Ｒｅｉｎｈｏｌｄ、Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ（１９８９年）に開示されてい
る任意の種類のＰＳＡが挙げられる。他のＰＳＡの例は、米国再発行特許第２４，９０６
号（Ｕｌｒｉｃｈ）、米国特許第４，８３３，１７９号（Ｙｏｕｎｇ　ｅｔ　ａｌ）、同
第５，２０９，９７１号（Ｂａｂｕ　ｅｔ　ａｌ）、同第２，７３６，７２１号（Ｄｅｓ
ｔｅｒ）、及び同第５，４６１，１３４号（Ｌｅｉｒ　ｅｔ　ａｌ）、並びに、Ｅｎｃｙ
ｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒ
ｉｎｇ、ｖｏｌ．１３、Ｗｉｌｅｙ－Ｉｎｔｅｒｓｃｉｅｎｃｅ　Ｐｕｂｌｉｓｈｅｒｓ
、Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ、１９８８及びＥｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　
Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ、ｖｏｌ．１３、Ｗｉｌｅｙ－Ｉｎｔ
ｅｒｓｃｉｅｎｃｅ　Ｐｕｂｌｉｓｈｅｒｓ、Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ、１９６４に記載されて
いる。これらを含有するアクリレート系ＰＳＡは、米国特許第４，１８１，７５２号（Ｃ
ｌｅｍｅｎｓ　ｅｔ　ａｌ）及び同第４，４１８，１２０号（Ｋｅａｌｙ　ｅｔ　ａｌ）
、国際公開第９５／１３３３１号、及びＨａｎｄｂｏｏｋ　ｏｆ　Ｐｒｅｓｓｕｒｅ－Ｓ
ｅｎｓｉｔｉｖｅ　Ａｄｈｅｓｉｖｅｓ，Ｅｄ．Ｄ．Ｓａｔａｓ，２ｎｄ　Ｅｄｉｔｉｏ
ｎに記載されているものが挙げられる。
【００２９】
　好ましくは、接着層は取り外し可能な接着層である。本発明の目的に関し、目的とする
基材への最終的な適用した後、シート材に意図される使用寿命が経過した時点で、２５フ
ィート／時間（７．６２メートル／時間）超の速度で、手作業により、所望により熱を加
えつつ、基材に損傷をもたらさずにシート材を取り外すことが出来る場合、接着剤は「取
り外し可能な」ものであると見なされる。
【００３０】
　特定の実施形態では、接着層は再配置可能な接着層である。本出願の目的において、「
再配置可能」とは、少なくとも初期において、顕著に接着能を損なわずに、基材に繰り返
し接着し及び取り外すことが可能であることを指す。再配置可能な接着剤は、通常、少な
くとも初期において、従来の粘着性の強力なＰＳＡよりも低い、基材表面に対する剥離強
度を有する。好適な再配置可能な接着剤としては、いずれも３Ｍ社（Ｓｔ．Ｐａｕｌ、Ｍ
ｉｎｎ、ＵＳＡ）製の、フィルムブランドのＣＯＮＴＲＯＬＴＡＣ　Ｐｌｕｓ及びシート
ブランドのＳＣＯＴＣＨＬＩＴＥ　Ｐｌｕｓに使用されている種類の接着剤が挙げられる
。
【００３１】
　少なくとも１つの微細構造化表面を有するトポロジー的構造化接着層又は接着層を適用
することは特に有益である。基材表面に対し、構造化接着層を含む多層シート材を適用す
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る際、チャネルネットワーク又は同様の構造が、多層シート材及び基材表面間に存在する
。このようなチャネル又は同様の構造の存在により、接着層を通って横方向に空気が通り
抜けることができ、これにより、適用中の多層シート材と表面基材の下から空気が逃げる
ことができる。
【００３２】
　トポロジー的構造化接着剤はまた、再配置可能な接着剤を提供するのにも使用され得る
。例えば、接着剤の比較的大規模なエンボス加工が、感圧接着剤／基材の接触領域、ひい
ては凹部及び凸状Ｖ溝、ダイヤモンド、茶碗、半球、錐体、火山型、及びその他の、いず
れも、接着層の基材表面よりも大幅に小さい頂部表面領域を有する３次元形状を含む、感
圧接着剤（欧州特許第０　２７９　５７９号を参照されたい）の各種トポロジーの結合強
度を恒久的に減じることがこれまでに報告されている。一般に、これらのトポロジーは、
滑らかな表面の接着層に比べ、より低い剥離接着値を備えた接着シート、フィルム及びテ
ープを提供する。多くの場合において、このトポロジー的構造表面の接着材はまた、接触
時間の増加に伴う接着の構築が遅いことも示されている。
【００３３】
　微細構造化接着表面を有する接着層には、接着表面の機能部分全体にわたって均一に分
布し、かつ接着表面から外向きに突出した、接着性又は複合接着剤「ペグ」が含まれ得る
。このような接着層を含む多層シート材は、基材表面上に配置したときに、再配置可能な
シート材料を提供する（米国特許第５，２９６，２７７号を参照）。このような接着層は
、保管及び加工中に接着ペグを保護するため、一致する微細構造化剥離ライナーも必要と
する。微細構造化接着表面の形成は、例えば、対応する微細エンボスパターンを有する剥
離ライナー上に接着剤をコーティングすることによって、又は、国際公開第９８／２９５
１６号に記述されているように、対応する微細エンボスパターンを有する剥離ライナーに
対して接着剤（例えばＰＳＡ）を押圧することによって、達成することもできる。
【００３４】
　望ましい場合は、接着層は、複数の接着剤サブ層を含み、組み合わせた接着層アセンブ
リを提供することができる。例えば、接着層には、連続的又は不連続なＰＳＡの被覆層又
は再配置可能な接着剤を備えた、ホットメルト接着剤のサブ層を含み得る。
【００３５】
　この接着層は所望により、剥離ライナーで保護することができる。剥離ライナーは好ま
しくは接着剤忌避性であり、より具体的には紙又はフィルムを含み、これが、適用される
接着剤よりも低い表面エネルギーの化合物でコーティング又は改変されているものである
。オルガノシリコーン化合物、フルオロポリマー、ポリウレタン及びポリオレフィンが、
この目的にかなう。この剥離ライナーはまた、接着剤忌避性化合物の添加有り又はなしで
、ポリエチレン、ポリプロピレン、ＰＶＣ、ポリエステルから製造されたポリマーシート
であり得る。上述のように、剥離ライナーは、微細構造化又はマイクロエンボス模様を有
し得る。好適な、マイクロエンボス加工を施したライナー及びそれらの製造法は、国際公
開第９８／２９５１６号に記載される。剥離ライナーは、２５～２５０μｍ、好ましくは
８０～１２０μｍを有し得る。
【００３６】
　概して、ポリエステル層は、ポリエステル層に所望される組成物成分の混合物を、押出
機のホッパーに供給することによって得られる溶融ブレンドから製造される。特定の実施
形態では、混合物は、ポリエステル、コポリマー、及びその他の成分を含有し得る。無機
充填剤が使用される一実施形態では、非晶質ポリエステルと、酸化チタンなどの無機充填
剤とを含むマスターバッチ又は予混合物を予め調製し、次にコポリマーとともにホッパー
に供給することができる。混合物は、好ましくは、押出機排出口からスロットダイに向か
うにつれて温度が上昇するようそれぞれ温度の制御された領域を有する、加熱された押出
成形機を通して輸送する。典型的には、静的ミキサなどの好適な混合デバイスを押出機排
出口及びスロットダイ間に利用することは好ましい。押出機を通過時に、並びに使用され
る場所においては、静的ミキサ、コポリマー混合物、及び追加成分を、コポリマー及び非
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晶質ポリエステル（但しポリマー類の熱劣化温度未満の温度）のガラス転移温度にて、又
はそれを超える温度に加熱し、混合して、スロットダイを通ってフィルム層として、コポ
リマーのガラス転移温度未満の好適な温度に維持したチルロール、例えば、クロムプレー
トにより被覆したロール上に押し出される、溶融ブレンド溶液を生成する。特定の実施形
態では、フィルムが押し出され得るチルロール及びゴムロール間のニップを画定するチル
ロールに対し、ゴムロールを押圧することができる。この特定の実施形態は、所望される
場合に、ポリエステル層に光沢のある外観を付与するのに有用なものであり得る。
【００３７】
　好ましい実施形態では、ポリエステル層は、自己支持型フィルムとして押出成形される
。接着剤はポリエステル層を共押出できるものの、好ましくは、ポリエステル層を自己指
示型フィルムへと押出成形した後に適用される。別の実施形態では、ポリエステル層は、
所望される場合には支持型層と共押出してもよいものの、印刷可能フィルムは、自己指示
型フィルムとしてポリエステル層を押し出すことにより得られる方がより費用効率が高い
ことから、概してこれは好ましくない。
【００３８】
　概して、ポリエステル層には配向はない。すなわち、ポリエステル層は、ポリエステル
層を縦（機械）方向又はそれに垂直な横方向に配向させることを意図する配向装置にかけ
られない。そのため、特定の実施形態では、ポリエステル層は未配向の層である。典型的
には、得られるポリエステル層は、機械方向並びに横断方向において、少なくとも１００
％、典型的には、少なくとも２００％、又は少なくとも３００％での伸長破断を有する。
結果として、優れた機械的特性を、支持型層を使用する必要もなく良好な印刷特性と組み
合わせることができる。他の実施形態では、ポリエステル層は、縦又は機械方向に配向さ
せることができる。典型的には、このような配向は、ポリエステル層を製造する押出プロ
セスにおいてもたらすことができ、このプロセスでは、押出後、押し出された層は巻き取
りローラーに送り出される。層はある程度伸長させることができるものの、その温度はポ
リエステル層のガラス温度付近を維持する。
【００３９】
　本発明に従うと、印刷可能フィルムは、図柄、特に車両又は建築物に対し（建築物の外
層、例えば窓ガラス又は壁、あるいはそれらの内装、例えば床又は壁のいずれかに対し）
適用するための図柄の製作に使用される。図柄を適用され得る車両としては、車、トラッ
ク、バス、地下鉄及び電車並びに飛行機などの任意の運搬用車輌が挙げられる。概して、
図柄は広告目的で使用されるものであり、典型的には、宣伝用メッセージを含有する。
【００４０】
　一実施形態では、図柄は、インク組成物を印刷可能フィルムのポリエステル層に対し印
刷することにより得ることができる。概して、広告用メッセージなどの画像を印刷可能フ
ィルムに対し印刷することもできる。典型的には、ピエゾ方式インクジェット印刷などの
インクジェット印刷により実施される。
【００４１】
　好適なインクとしては、印刷操作温度下にて約３～約３０ｃＰの範囲の粘度を有するも
のが挙げられる。このようなインクは、所望されるインクジェット温度（典型的には、周
囲温度～約６５℃以下）下にて、好ましくは、約２５ｃＰ未満、及びより好ましくは約２
０ｃＰ未満の粘度を有する。
【００４２】
　インク組成物は、典型的には、結合剤、可塑剤、有機溶媒、顔料粒子、並びに任意に界
面活性剤（例えば、フッ素性化学物質）、消泡剤（例えば、シリカ及びシリコーン油）、
安定剤などの添加剤を含む。ピエゾ方式インクジェット組成物は、特徴として低表面張力
特性を有するよう調整されている。好ましい配合物は、プリントヘッド操作温度下での表
面張力が、約２０ｍＮ／ｍ～約５０ｍＮ／ｍの範囲、より好ましくは約２２ｍＮ／ｍ～約
４０ｍＮ／ｍのものである。更に、ピエゾ方式のインク組成物は、典型的には、ニュート
ン式粘度特性を有し、あるいはほぼニュートン式粘度特性を有する。ニュートン流体は、
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少なくとも実質的にずり速度と独立した粘度を有する。本明細書で使用するとき、流体粘
度は、ずり速度とは実質的に独立しているものであるとみなし、そのため、流体が０．９
５以上のニュートン指数を有する場合、少なくとも実質的にニュートン式粘度特性を有す
る。流体のニュートン式粘度指数は、式
　η＝ｍγｎ－１

　により得ることができ、式中、ηはずり粘度であり、γはずり速度（ｓ－１）であり、
ｍは定数であり、かつｎはニュートン指数である。ニュートン指数の原理は、Ｃ．Ｗ．Ｍ
ａｃｏｓｋｏ，Ｒｈｅｏｌｏｇｙ：Ｐｒｉｎｃｉｐｌｅｓ，Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔｓ，
ａｎｄ　Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ，ＩＳＢＮ番号１－５６０８１－５７９－５，ｐ．８
５に更に記載される。
【００４３】
　典型的な実施形態では、図柄の作製法に採用されるインクは、非水性のものであり、す
なわち、インクは実質的に水を不含のものである。非水性溶媒系インクの場合、インク組
成物の溶媒は、単一の溶媒であっても、あるいは溶媒のブレンドであってもよい。好適な
溶媒としては、イソプロピルアルコール（ＩＰＡ）又はエタノールなどのアルコール；メ
チルエチルケトン（ＭＥＫ）、メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）、ジイソブチルケト
ン（ＤＩＢＫ）などのケトン；シクロヘキサノン又はアセトン；トルエンなどの芳香族炭
化水素；イソホロン；ブチロラクトン；Ｎ－メチルピロリドン；テトラヒドロフラン；例
えば、３Ｍから商品名「３Ｍ　Ｓｃｏｔｃｈｃａｌ　Ｔｈｉｎｎｅｒ　ＣＧＳ１０」（「
ＣＧＳ１０」）で市販のプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、３Ｍから
商品名「３Ｍ　Ｓｃｏｔｃｈｃａｌ　Ｔｈｉｎｎｅｒ　ＣＧＳ５０」（「ＣＧＳ５０」）
で市販の２－ブトキシエチルアセテート、３Ｍから商品名「３Ｍ　Ｓｃｏｔｃｈｃａｌ　
Ｔｈｉｎｎｅｒ　ＣＧＳ３０」（「ＣＧＳ３０」）で市販のエチル－３－エトキシルプロ
ピオネート、ジエチレングリコールエチルエーテルアセテート（ＤＥアセテート）、エチ
レングリコールブチルエーテルアセテート（ＥＢアセテート）、ジプロピレングリコール
モノメチルエーテルアセテート（ＤＰＭＡ）、イソヘキシルアセテート、イソヘプチルア
セテート、イソオクチルアセテート、イソノニルアセテート、イソデシルアセテート、イ
ソドデシルアセテート、イソトリデシルアセテート又はその他のイソアルキルエステルな
どのイソアルキルエステルなどといった、乳酸塩、酢酸塩などのエステル；これらの組み
合わせ、並びに同様物が挙げられる。
【００４４】
　概して、有機溶媒はより容易に乾燥する傾向があり、したがってインクジェット組成物
用の溶媒に好ましい。本明細書で使用するとき、「有機溶媒」は、７（ｃａｌ／ｃｍ３）
１／２より高い溶解パラメータを有する液体を指す。更に、有機溶媒は、典型的には２５
０℃未満の沸点及び２００°Ｆ（９３℃）で５ｍｍＨｇを超える蒸気圧を有する。ＭＥＫ
及びアセトンなどの高揮発性の溶媒は典型的には、これらの溶媒があまりにも早く乾燥し
、プリントヘッドでノズル詰まりを引き起こすことから忌避される。更に、低分子量アル
コール及びグリコールなどの高極性溶媒は、適切なインクの取り込みをなすには、あまり
にも高すぎる溶解度パラメータを有する傾向がある。
【００４５】
　特定の実施形態では、インクは、放射線硬化性インクを含んでもよい。放射線硬化性イ
ンク組成物は、１つ以上の放射線硬化性モノマー、オリゴマー、マクロモノマー、ポリマ
ー、又はこれらの成分の各種混合物を含む。「放射線硬化性」は、主鎖から直接的又は間
接的に分岐しており、硬化エネルギーをもたらす適切な供給源に曝露することにより反応
（例えば、架橋）する官能基を指す。好適な放射線架橋性官能基としては、エポキシ基、
（メタ）アクリルアミド基、オレフィン系炭素－炭素二重結合、アリルオキシ基、αメチ
ルスチレン基、（メタ）アクリルアミド基、シアン酸エステル基、ビニルエーテル基、こ
れらの組み合わせ及び同様物などが挙げられる。典型的には、フリーラジカルにより重合
させることのできる基が好ましい。無論、（メタ）アクリル基が最も好ましい。本明細書
で使用するとき、用語「（メタ）アクリル」は、アクリル及び／又はメタクリルを包含す
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る。
【００４６】
　放射光硬化性官能基を架橋させるために使用されるエネルギー源は、化学線（例えば、
スペクトルの紫外線（ＵＶ）又は可視光領域に波長を有する放射光）、加速粒子（例えば
、電子ビーム（ＥＢ）放射）、熱（例えば、熱又は赤外線放射）又はＵＶ及びＥＢと同様
に好ましいものなどであり得る。好適な化学線源としては、水銀ランプ、キセノンランプ
、カーボンアークランプ、タングステンフィラメントランプ、レーザー、電子ビームエネ
ルギー、太陽光などが挙げられる。
【００４７】
　放射線硬化性材料は、放射線硬化性官能基という観点からは、モノ、ジ、トリ、テトラ
又は多官能性のものであってよい。オリゴマー、マクロモノマー、及びポリマーは、直鎖
、分岐鎖、及び／又は分子量が同程度の対応する直鎖重合体と比較してより粘度の低い傾
向を有し分岐を有する環状のものであってよい。
【００４８】
　好ましい放射線硬化性インク組成物は、放射線硬化性反応希釈剤、１つ以上のオリゴマ
ー、マクロモノマー、及びポリマー、並びに任意に１つ以上の補助成分を含む。屋外環境
で適用させる際には、ポリウレタン及びアクリル酸含有モノマー、マクロモノマー、オリ
ゴマー、及びポリマーが好ましい。同様に、より高分子量の分子種であるほど、反応性希
釈剤に容易に溶解させやすくなる傾向がある。
【００４９】
　（メタ）アクリレート化ウレタン及びポリエステルの市販例としては、Ｈｅｎｋｅｌ社
（Ｈｏｂｏｋｅｎ、ＮＪ）から商品名「Ｐｈｏｔｏｍｅｒ」で市販のもの；ＵＣＢ　Ｒａ
ｄｃｕｒｅ　Ｉｎｃ．（Ｓｍｙｒｎａ、ＧＡ）から商品名「Ｅｂｅｃｒｙｌ」で市販のも
の；Ｓａｒｔｏｍｅｒ　Ｃｏ．（Ｅｘｔｏｎ、ＰＡ）から商品名「Ｓａｒｔｏｍｅｒ　Ｃ
Ｎ」で市販のもの；Ａｋｃｒｏｓｓ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ（Ｎｅｗ　Ｂｒｕｎｓｗｉｃｋ
、ＮＪ）から商品名「Ａｃｔｉｌａｎｅ」で市販のもの；並びにＭｏｒｔｏｎ　Ｉｎｔｅ
ｒｎａｔｉｏｎａｌ（Ｃｈｉｃａｇｏ、ＩＬ）から商品名「Ｕｖｉｔｈａｎｅ」で市販の
ものが挙げられる。
【００５０】
　成分の少なくとも１つが放射線硬化性であれば、放射線硬化性インクには、非放射線硬
化性成分を含ませてもよい。例えば、ポリウレタン、アクリル材料、ポリエステル、ポリ
イミド、ポリアミド、エポキシド、ポリスチレン、並びに置換ポリスチレン含有材料、シ
リコーン含有材料、フッ素化材料、これらの組み合わせ及び同様物などのポリマーを反応
性希釈剤（例えば、モノマー）と組み合わせることができる。
【００５１】
　本発明への使用に好適なインクとしては、３Ｍ社（「３Ｍ」）（Ｓｔ．Ｐａｕｌ、ＭＮ
）から商品名「３Ｍ　Ｓｃｏｔｃｈｃａｌ　３７００シリーズインク」、「３Ｍ　Ｓｃｏ
ｔｃｈｃａｌ　１６００シリーズインク」、「３Ｍ　Ｓｃｏｔｃｈｃａｌ　６７００シリ
ーズインク」として市販のピエゾ方式のインク組成物、並びにＵｌｔｒａｖｉｅｗ　Ｉｎ
ｋｗａｒｅ（ＶＵＴＥｋ、Ｍｅｒｅｄｉｔｈ、ＮＨ）から商品名「ＵｌｔｒａＶｕ」で入
手可能なインク組成物が挙げられる。好ましいピエゾ方式のインクジェット組成物は、参
照により本案件に組み込まれる米国特許第６，１１３，６７９号（Ａｄｋｉｎｓ）に記載
される。放射線硬化性インクとしては、３Ｍから商品名「３Ｍ　Ｓｃｏｔｃｈｃａｌ　５
０００ＵＶ　Ｓｅｒｉｅｓ　Ｉｎｋｓ」で市販のもの、及びＳｕｎＪｅｔ　ｏｆ　Ｓｕｎ
　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ（Ｆｏｒ　Ｌｅｅ，ＮＪ）から商品名「ＣｒｙｓｔａｌＵＦＸ　Ｓ
ｅｒｉｅｓ」で市販のものがある。
【００５２】
　印刷法により施される図柄には、印刷可能フィルムのポリエステル層にインクを印刷さ
れた印刷可能フィルムを含む。インクは、典型的には、画像として印刷され、画像は、文
字、図柄、符号（例えば、バーコード）などであってよく、これらは単色、多色から構成
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【００５３】
　図柄は、典型的には、印刷可能フィルムの接着層により、建築物又は車両などの好適な
基材に対し接着される。基材の性質は非常に多様に異なるものであってよく、このような
基材としては、ガラス、ポリカーボネート、低エネルギー表面塗装を含む低エネルギー表
面、並びに鋼鉄又はアルミニウムなどの金属が挙げられる。
【００５４】
　以下の実施例を用いて本発明を更に例示するが、本発明をそれら実施例に制限すること
を意図するものではない。
【実施例】
【００５５】
　以降の実施例において、すべての部及び割合は、別途記載のない限り重量によるもので
ある。
【００５６】
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【表１】

【００５７】
　上記表では、ＰＥＴはポリエチレンテレフタレートを表し、ＰＥＴＧはテレフタル酸及
びエチレングリコールのコポリエステルを表し、ＰＢＴはポリブチレンテレフタレートを
表し、及びＬＤＰＥは低密度ポリエチレンを表す。
【００５８】
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　インクを乗せることのできるフィルムの製造
　以降の実施例に詳述するフィルム組成物は、転動容器内でそれらの成分を１０分間混練
することにより得た。次に、得られた混合物を、４５ｍｍスクリューを備え、Ｌ／Ｄ＝３
０であり、スクリューゾーンを３つ（ゾーン１は２１５℃、ゾーン２は２５５℃、及びゾ
ーン３は２７０℃である）有する単軸押出成形機により、フィルム厚０．０８ｍｍに押し
出した。ダイは２７０℃に設定し、クロムプレートを被覆したロール（温度は４０℃に維
持）でフィルムを押出した。押出速度は７ｍ／分であった。
【００５９】
　以降のフィルムは上記方法により製造した：
　（実施例１）：
　１００重量部のポリマーＡ
　８０重量部のポリマーＢ
　０重量部の顔料Ａ
　０重量部の顔料Ｂ
【００６０】
　（実施例２）：
　１００重量部のポリマーＡ
　６０重量部のポリマーＢ
　０重量部の顔料Ａ
　０重量部の顔料Ｂ
【００６１】
　（実施例３）：
　１００重量部のポリマーＡ
　５０重量部のポリマーＢ
　０重量部の顔料Ａ
　０重量部の顔料Ｂ
【００６２】
　（実施例４）：
　１００重量部のポリマーＡ
　５０重量部のポリマーＢ
　３０重量部の顔料Ａ
　０重量部の顔料Ｂ
【００６３】
　（実施例５）：
　１００重量部のポリマーＡ
　５０重量部のポリマーＢ
　４０重量部の顔料Ａ
　０重量部の顔料Ｂ
【００６４】
　（実施例６）：
　１００重量部のポリマーＡ
　５０重量部のポリマーＢ
　０重量部の顔料Ａ
　１５重量部の顔料Ｂ
【００６５】
　（実施例７）：
　１００重量部のポリマーＡ
　５０重量部のポリマーＢ
　０重量部の顔料Ａ
　２５重量部の顔料Ｂ
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【００６６】
　（実施例８）：
　１００重量部のポリマーＡ
　５０重量部のポリマーＢ
　０重量部の顔料Ａ
　３０重量部の顔料Ｂ
【００６７】
　（実施例９）：
　１００重量部のポリマーＡ
　５０重量部のポリマーＢ
　０重量部の顔料Ａ
　４０重量部の顔料Ｂ
【００６８】
　比較例１：
　１００重量部のポリマーＣ
　４３重量部のポリマーＢ
　１０重量部の顔料Ａ
【００６９】
　比較例２：
　１００重量部のポリマーＣ
　３５重量部のポリマーＢ
　１０重量部の顔料Ａ
【００７０】
　比較実施例３：
　１００重量部のポリマーＣ
　２７重量部のポリマーＢ
　２０重量部の顔料Ａ
【００７１】
　試験方法：
　引張強度及び破断点伸び
　押出成形したポリマーフィルムの引張強度及び破断点伸びは、ソフトウェアパッケージ
ｔｅｓｔＸｐｅｒｔ（商標）２、Ｖｅｒ．３．２を選択し、００５型としてＺｗｉｃｋ　
ＧｍｂＨ（Ｕｌｍ、Ｇｅｒｍａｎｙ）から入手可能な市販の引張試験機を使用し、ＤＩＮ
（ドイツ工業規格）５３５４７に以降の修正を加えて、これに従って測定された。
　サンプルに対する張力は、元のサンプルの最も狭い幅領域に対するものではなく、元の
サンプルの平均的な幅領域に対するものとした。
【００７２】
　試験標本は、縦方向は元の長さを有するフィルムサンプルから切り出して用意した。フ
ィルムストリップの幅は、従来より採用されている「犬の骨様」の形状ではなく、一様に
２．５４ｃｍであった。試験機の挟み口に挟み込んだストリップの末端に、マスキングテ
ープ（２２０番）として３Ｍ社（Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮ，ＵＳＡ）から入手可能であり、
塗装用マスキングテープとして一般に採用されている紙系接着テープを巻きつけ、テープ
末端間長さ１００ｍｍの標本が存在するようにした。
【００７３】
　サンプルストリップは、１００ｍｍの未被覆部及びテープの両端部に２０ｍｍの被覆部
を含み、全長は１４０ｍｍであった。
【００７４】
　５つのサンプルを測定し、値を平均した。
【００７５】
　フィルムサンプルの厚みは３点で測定し、平均した。
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【００７６】
　試験機の挟み口は３００ｍｍ／分の速度で遠ざけた。
【００７７】
　Ｅ弾性率
　ＤＩＮ（ドイツ工業規格）５３５４７に従って、２３℃下でＥ弾性率を測定した。伸長
度０．５％～１．０％での弾性率をＥ弾性率として記録した。引張強度及び破断点伸び試
験用に、上記の方法で試験試料を用意した。弾性率試験の際には、５ｍｍ／分の速度で挟
み口を遠ざけた。
【００７８】
　５つの異なる標本に対しフィルムのＥ弾性率を測定し、Ｎ／ｍｍ２で記録した。以降の
表には結果を掲載する：
【００７９】
【表２】

【００８０】
　印刷性試験
　印刷方法
　試験ファイル：
　画像の品質は、最大２５０％までインクを印刷し充填した正方形から構成される、試験
パターンを用い評価した。
【００８１】
　これらのパターンは下流ウェブに配向させたものであり、原色のシアン、マゼンダ、黄
色、黒色、並びに等和色の赤色（マゼンダ／黄色）、緑色（シアン／黄色）及び青色（シ
アン／マゼンダ）からなる、各色の四角形を印刷したものから構成された。すべてのサン
プルには５％から色を乗せ始め、最大で１００％まで乗せた。
【００８２】
　赤色、緑色、及び青色の列を、逆回転させて２度印刷した。端部に一度に１００％の色
を乗せ、及び印刷工程の開始時に一度に１００％の色を乗せるためにこの様にした。
【００８３】
　更に、５％から開始し、最大１００％までの、赤色、緑色及び青色からなる三次色の３
つの色のラインを、使用した原色のインク組成において使用されていない色を一律５０％
組み合わせて充填して印刷した（すなわち、赤色は黄色とマゼンダとの組み合わせであり
、この色のラインでは各四角形に５０％のシアンが加えられる）。
【００８４】
　試験ファイルの末端の前面には、高さ１．５ｍｍから始め、最大で７ｍｍまでの大きさ
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で文字「テスト」を印刷した。一度、文字を白地に１００％黒色で乗せ、かつ一度、黒地
に１００％白色で乗せる。
【００８５】
　試験プリンタ：
　記載のファイルを試験基材上に印刷する際には、一般的な溶剤系ピエゾ方式のインクジ
ェットプリンタを使用した。
【００８６】
　１）Ｍｕｔｏｈ　Ｂｌｉｚｚａｒｄ、３Ｍピエゾ方式のインクジェットインクシリーズ
６００を充填。プリンタは２　ｘ　ＣＭＹＫインクの構成を有した。
【００８７】
　インクシリーズ６００は、主な溶剤として２－ブトキシエチルアセテート（＞８０％）
及びより少量の溶剤として２－メトキシ－２－プロピルアセテート及びシクロヘキサノン
（＜１０％）を使用するいわゆるマイルド溶剤インクである。引火点（オープンカップ法
）は６８℃である。
【００８８】
　ＲＩＰソフトウェア：
　印刷するための試験ファイルを加工するために、Ｏｎｙｘ　ＰｏｓｔｅｒＳｈｏｐ　Ｖ
ｅｒ．Ｘを使用した。
【００８９】
　本発明者らが、実験室での試験印刷用に標準化した、いわゆるＩＪ　Ｍａｓｔｅｒプロ
ファイルによりバックアップを行った。このマスターファイルにより、インクによる制限
なく、線形化又はＩＣＣプロファイルを印刷する。これにより、このプロファイルを用い
印刷を行った所、純粋なインクは調整せずとも媒質の頂部へと流れこむ。
【００９０】
　試験プリンタの設定は次の通りに行った：
　１）Ｍｕｔｏｈ　Ｂｌｉｚｚａｒｄ：ＦＡＳＴ５４０×７２０ｄｐｉ、双方向性、画像
／速度ウィービング法により４回通過させるヒーターの設定は次の通りに行った：印刷前
ヒーター４０℃、印刷ヒーター３７℃、固定ヒーター４５℃及び印刷後ヒーター５０℃。
【００９１】
　インク流れ／画像品質の評価：
　試験印刷の色の均一性、端部の鮮明さ、色泣き及び全体的な外観などの特性を観察する
ことにより、上記試験ファイルを用い、画像品質を表すインク流れを評価した。印刷後の
インクの乾燥は、綿棒によりあるいは糸くずの出ない布により試験パターンに軽く触れ、
基材から綿棒／布にインクの色移りが生じていないか観察することにより指摘した。この
すべては０～５の尺度で評価し、０が最も悪く、５が最良である。
【００９２】
　これらの各フィルムを用い得られた印刷結果は次の通りのものである：
【００９３】
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【表３】

　本発明の実施態様の一部を以下の項目［１］－［１４］に記載する。
［１］
　非晶質ポリエステルと、オレフィン及びアクリル酸炭化水素エステルのコポリマーとの
ブレンドを含むポリエステル層を有するフィルムであって、コポリマーの量は、前記非晶
質ポリエステル１００重量部あたり少なくとも３０重量部であり、前記ポリエステル層は
、２３℃にて、少なくとも２００Ｎ／ｍｍ２のＥ弾性を示す、フィルム。
［２］
　前記フィルムが、それぞれ反対側に位置する第１及び第２主要面を有し、かつ前記ポリ
エステル層が、前記第１主要面の表面を画定する、項目１に記載のフィルム。
［３］
　前記第２主要面が、接着層を含む、項目２に記載のフィルム。
［４］
　前記フィルムが、前記ポリエステル層からなる単層フィルムである、項目１～３のいず
れかに記載のフィルム。
［５］
　前記非晶質ポリエステルが、少なくとも０℃のガラス転移温度を有する、項目１～４の
いずれかに記載のフィルム。
［６］
　前記非晶質ポリエステルが、少なくとも２００Ｎ／ｍｍ２のＥ弾性を有する、項目１～
５のいずれかに記載のフィルム。
［７］
　前記コポリマーの量が、非晶質ポリエステルの１００重量部あたり５０～１１０重量部
である、項目１～６のいずれかに記載のフィルム。
［８］
　前記コポリマーが、αオレフィン及び１つ以上のアルキルアクリレート又はメタクリレ
ートの繰り返し単位からなるコポリマーである、項目１～７のいずれかに記載のフィルム
。
［９］
　前記ポリエステル層の２３℃下での前記Ｅ弾性が２００Ｎ／ｍｍ２～１０００Ｎ／ｍｍ
２である、項目１～８のいずれかに記載のフィルム。
［１０］
　車両又は建築物に対する適用に好適な図柄の制作法であって、項目１～９のいずれかに
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記載のフィルムに対しインク組成物を印刷する工程を含み、かつ前記インク組成物が、前
記ポリエステル層に印刷される、方法。
［１１］
　前記インク組成物が、有機溶媒を含む、項目１０に記載のフィルム。
［１２］
　画像が印刷される、項目１０又は１１に記載のフィルム。
［１３］
　項目１～９のいずれかに記載のフィルムの前記ポリエステル層に印刷されたインク組成
物を含む図柄。
［１４］
　項目１３に記載の図柄を車両又は建築物に接着させる工程を含む、図柄の適用方法。
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